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令和２年労働災害発生状況（確定値） 
～死亡者数は過去最少も休業 4日以上の死傷者数は平成 11年以降で最多～ 
 
東京労働局（局長 土田浩史）は、令和２年の東京都内の労働災害の発生状況を取り

まとめましたので、公表します。 
 
〈ポイント〉 
１ 令和２年の東京都内の労働災害発生状況（詳細は添付資料１） 
① 死亡災害発生状況 
   労働災害による死亡者数は 39 人で、令和元年（平成 31 年）と比べて 8 人
(17.0%)減少し、令和２年の死亡者数は過去最少となりました。 
 死亡者数の業種内訳は、建設業 14人、陸上貨物運送事業６人、商業４人、接客
娯楽業２人、清掃・と畜業２人、その他 11人の計 39 人です。 
② 死傷災害発生状況 
労働災害による休業４日以上の死傷者数は 10,645 人で、令和元年（平成 31 
年）と比べて 75人(0.7%)増加しました。死傷者数のうち、50 歳以上の高年齢
労働者が占める比率は約５割となっています。 

    業種別の死傷者数は、保健衛生業(2,032 人)、商業(1,828 人)、建設業（1,022
人）、陸上貨物運送事業（981 人）の順となっています。 

   また、新型コロナウイルス感染症の り患による死傷者数は、972 人となって 
  います。 
 
２ 今後の取組等 
労働災害を減少させるために東京労働局や事業者、労働者等が重点的に取り組む

事項を定めた中期計画である「第 13 次東京労働局労働災害防止計画」（計画期間︓
2018～2022 年度、以下「13 次防」という。）では、計画期間中に平成 29 年（12
次防最終年）と比較して、死亡者数を 15％以上、死傷者数を 5％以上減少させる
ことを目標としています。 
死亡者数については、同計画の目標を超えた減少となっていますが、死傷者数に  
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ついては、平成 11 年以降最多となりました。 
13 次防の４年目となる令和３年度は、同計画を基に、今後も関係事業者に対す

る指導や働きかけに取り組んでいきます。 
 

 

 

【添付資料】 

１ 令和２年東京都内における労働災害発生状況 

２ 令和２年死亡災害発生状況（確定値） 

３ 令和２年死傷災害発生状況（確定値） 
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令和２年 東京都内における労働災害発生状況 

 

１ 概況 
  令和２年の東京労働局管内の労働災害による死亡者数（以下「死亡者数」とい

う。）は 39 人で、前年に比べ８人（17.0％）減少、休業４日以上の死傷者数（以

下「死傷者数」という。）は 10,645 人で、前年に比べ 75 人（0.7％）の増加とな

った。 

  労働災害を減少させるために東京労働局や事業者、労働者等が重点的に取り組

む事項を定めた中期計画である「第 13 次東京労働局労働災害防止計画」（計画期

間：2018～2022 年度、以下「13 次防」という。）では、計画期間中に平成 29 年

（12 次防最終年）と比較して、死亡者数を 15％以上、死傷者数を 5％以上減少さ

せることを目標としている。 

  死亡者数については、同計画の目標を超えた減少となったが、死傷者数につい

ては、平成 29 年と比較すると、13 次防の重点業種である社会福祉施設で増加とな

り、同計画の達成が困難な状況となっている。 

  また、東京都内においては、全産業の死傷災害の 68.0％、全産業の死亡災害の

38.5％を第三次産業※が占めている。 

 

  ※第三次産業とは、商業（卸・小売業を含む）、金融・広告業、通信業、保健衛生業（社会福祉施設を含

む）、接客娯楽業（飲食店を含む）、清掃・と畜業（ビルメンテナンス業を含む）、等を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
添付資料１ 



 
 

- 2 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

東京労働局管内労働災害による死亡者数、死傷者数の推移 

１ 死亡者数は減少傾向、休業４日以上の死傷者数は増加傾向にある。 

２ 死亡者数は過去最少となった。 

３ 休業４日以上の死傷者数は、平成 27 年以降５年連続の増加となった。 

図１－１ 東京労働局管内の労働災害の推移 
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主な業種別死亡災害事例（令和２年） 

【建設業】 
・既設のくさび緊結式足場の一部を解体する作業中、足場と躯体の隙間から地階まで

墜落した。 

・埋設されている処理槽周辺の点検作業中、硫化水素中毒になった。 

・作業床開口部に架け渡してあった足場板上を通行していた際に墜落した。 

・外部足場の盛替えを行うため、組立作業の補助を行っていたところ熱中症になった。 

・掘削溝の中で墨出し作業を行っていたところ、擁壁が落下し、下敷きとなった。 

・アースオーガー（建柱車）の格納用ワイヤーロープが切れ、オーガーが大きく振れ、隣

で作業していた被災者に激突した。 

・移動式クレーンを用いて荷を吊り上げて旋回したところ、移動式クレーンが傾き、転倒

した。 

【陸上貨物運送事業】 

・荷主先にて荷物を大型トラックへ積み込んでいたところ、積み込んだ荷が倒れ下敷き

となった。 

・ターレットトラックを運転中にパレットに乗り上げ、運転席から転落した。 

・フォークリフトを運転しパレットを移動させていたところ、前進操作中にプラットホーム端

部からフォークリフトごと転落した。 

・荷主先事業場前の道路上で、駐車し自車トラックの後方で荷物の積み込み作業を行っ

ていたところ、後方より別のトラックに追突された。 

【接客娯楽業】 

・閉め切った店舗内で、木炭燃料の窯を使用中、不完全燃焼による一酸化炭素中毒に

なった。 

【その他】 

・階段を昇降していたところ転倒し、階段のステップ付近に頭部を強打した。 

・交通誘導場所への移動中、走行中のダンプカーに接触した。 

・コンベヤーにゴミを流す作業を行っていたところ、稼働中のコンベヤーの回転軸とベル

トの間に身体が巻き込まれた。 

表１－１ 災害事例 
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過去 10 年間の東京局管内死傷災害（休業４日以上）の推移 

図１－２ 業種別死傷者数の推移 
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図１－３ 第三次産業の死傷者数・割合の推移 
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２ 災害発生状況の分析 
(１)死亡災害 

令和２年の東京労働局管内の死亡者数は 39 人で、前年に比べ８人（17.0％）減少、

平成 29 年（12 次防最終年）と比べ 27 人（40.9％）の減少であった。 

 13 次防目標は、令和４年までに死亡者数を平成 29 年と比較して、15％以上減少さ

せることとしているが、死亡者数は 13 次防目標を超えた減少となった。 

 令和２年の死亡者数の業種内訳は、建設業 14 人、陸上貨物運送事業６人、商業４

人、接客娯楽業２人、清掃・と畜業２人、その他 11 人の計 39 人である。 

 事故の型別にみると、「墜落・転落」７人、「交通事故（道路）」６人、「有害物との

接触」４人、「激突」３人となっている。 

 

（２）死傷災害 

 令和２年の東京労働局管内の死傷者数は 10,645 人で、前年に比べ 75 人（0.7％）

増加、平成 29 年（12 次防最終年）と比べ 808 人（8.2％）の増加であった。13 次防

期間中は増加傾向にあり、３年連続で１万人を超えている。 

 前年との比較では、建設業で 193 人（15.9％）、接客娯楽業で 139 人（13.2％）、そ

の他の運輸交通・貨物取扱業で 120 人（35.0％）、製造業で 91 人（12.8％）、商業で

74 人（3.9％）減少したが、保健衛生業で 838 人（70.2％）増加であった。 

なお、新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害（972 人）を除くと、令和

２年の死傷者数は 9,673 人となり、平成 29 年（12 次防最終年）の死傷者数 9,837 人

と比べ 164 人の減少となっている。 

 事故の型別では、「転倒」が 2,508 人（23.6％）、次いで「動作の反動・無理な動作」

が 1,848 人（17.4％）、「墜落・転落」が 1,473 人（13.8％）となっている。 

 また、事故の型の「その他」は、昨年よりも 988 件増加しているが、これは新型コ

ロナウイルス感染症のり患による労働災害を含むためである。 

 

（３）高年齢労働者による死傷災害（参照；図２－１） 

死傷災害のうち50歳以上の高年齢労働者（以下、「高年齢労働者」という。）による災害

は5,198人で全体の約48.8％であり、全死傷者数の半数近くを占めている。 

10年前の平成22年における死傷者数（9,326人）に占める高年齢労働者の割合は41.7％

であり、この10年で高年齢労働者の労働災害は増加した。 
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図２－１ 年齢別労働災害発生状況（平成 22 年、令和２年） 
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（４）業種別の災害発生状況（参照；表２－１） 

 

【製造業】 

製造業の死亡者数は１人で前年と比較し６人減少、死傷者数 621 人で、前年と比較

し 91 人（12.8％）減少した。 

 死傷災害を事故の型別にみると、「はさまれ・巻き込まれ」が製造業の死傷者数の

22.4％を占めている。（なお、「はさまれ・巻き込まれ」は、例えば機械設備にはさま

れたり、身体をまき込まれて被災した場合に分類されるものである。） 

 「はさまれ・巻き込まれ」を防止するためには、機械設備等の本質的安全化を図る

とともに、リスクアセスメントを実施し、定常作業・非定常作業共に、作業マニュア

ルの策定や見直しを行った上で、作業マニュアルの遵守徹底が必要である。 

 

【建設業】 

 建設業の死亡者数は 14 人で前年と比較し１人増加したが、平成 29 年（12 次防最終

年）と比べると、14 人（50％）減少した。死傷者数は 1,022 人で、前年と比べ 193 人

（15.9％）減少、平成 29 年と比べて 223 人（17.9％）減少した。 

 死傷災害を事故の型別にみると、「墜落・転落」が 31.1%を占めている。 

「墜落・転落」を防止するためには、墜落・転落のおそれがある作業箇所において、

有効な作業床を確保するとともに、手すりの設置等、的確な墜落・転落災害防止対策

を講じるほか、有効な作業床が確保できない場合は、墜落制止用器具の使用を徹底す

る必要がある。また、施工計画段階において、リスクアセスメントを的確に実施する

ことにより、高所作業が発生しない、より安全な工法の採用を検討する必要がある。 

 

【陸上貨物運送事業】 

 陸上貨物運送事業とは、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業を合わせたものである。 

陸上貨物運送事業の死傷者数は 981 人であり、前年と比べて 193 人（15.9％）減少し

たが、死亡者数は同数の６人であった。 

 死傷災害を事故の型別にみると、「動作の反動・無理な動作」が 214 人（21.8％）

で、次いで「墜落・転落」が 212 人（21.6％）、「転倒」が 175 人（17.8％）となって

いる。 

 これらの災害は、荷物取扱い中のものが多くを占めており、トラックの荷台からの

墜落・転落、転倒及び腰痛防止対策が課題である。 

 

【第三次産業】 
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第三次産業とは、商業（卸・小売業を含む）、保健衛生業（社会福祉施設を含む）、

接客娯楽業（飲食店を含む）、清掃・と畜業（ビルメンテナンス業を含む）等の合計を

指すものである。 

死傷者数は 7,286 人であり、前年に比べて 75 人（0.71％）増加、平成 29 年（12 次

防最終年）と比べて 808 人（8.2％）の増加となった。 

 第三次産業の中でも死傷者数の多い業種は、小売業（1,383 人）、社会福祉施設（1,187

人）、飲食店（733 人）、ビルメンテナンス業（605 人）であり、第三次産業の死傷者数

の 69.6％を占めている。13 次防計画では、この４業種を第三次産業の災害防止の重

点業種としている。 

第三次産業は前年に比べて 575 人（8.7％）増加しているが、これは新型コロナウ

イルス感染症によるものを含むためである。 

 死傷災害を事故の型別にみると、「転倒」（1,975 人）、「動作の反動・無理な動作」

（1,375 人）、「その他」（1,042 人）」であり死傷者数の 60.3％を占めている。 

（ア）小売業 

第三次産業のうち小売業の死傷者数は、1,383 人である。 

事故の型別にみると、「転倒」が 416 人（30.1％）、「動作の反動・無理な動作」が

278 人（20.1％）となっており、この２つの事故の型で死傷者数の半数を占めている。 

小売業では、段差のある箇所で転倒するケースが多いことから、転倒災害の防止が

最重要課題である。 

 

（イ）社会福祉施設 

 第三次産業のうち社会福祉施設の死傷者数は、1,187 人で前年に比べ 246 人（26.1％）

増加した。 

 事故の型別にみると、「動作の反動・無理な動作」が 389 人（32.8％）、「転倒」が

303 人（25.5％）となっており、死傷者数の半数以上を占めている。 

 

（ウ）ビルメンテナンス業 

 清掃・と畜業のうち、ビルメンテナンス業の死傷者数は 605 人（63.9％）である。 

 事故の型別にみると、「転倒」が 249 人（41.2％）、「墜落・転落」が 125 人（20.7％）

である。 

 段差のある箇所で転倒するケース及び、作業中の高所作業での墜落・転落災害が多

く発生していることから、転倒災害の防止及び、墜落・転落を防止するための安全措

置を確実に講じることが必要である。 

（オ）飲食店 
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 第三次産業のうち、飲食店の死傷者数は 733 人である。 

 事故の型別にみると、「転倒」が 198 人（27.0％）、「切れ・こすれ」が 138 人（18.8％）

である。これは、水や油で濡れた床面による転倒災害、包丁や食品加工用機械による

切れ・こすれが発生していることによるものである。 

また、死傷災害のうち 30 歳未満の労働者が 251 人（34.2％）であり、経験年数が

１年未満の死傷者数は 213 人（29.1％）であった。30 歳未満であり、経験年数が１年

未満の労働者は、117 人で飲食店の死傷災害の 16.0％である。 

 30 歳未満又は経験年数が少ない労働者に対する労働災害防止対策が必要であると

いえる。 

 

表２－１ 業種別の主な事故の型別の発生状況 

業種 墜落・転落 
はさまれ・ 

巻き込まれ 
転倒 

動作の反

動・無理 

な動作 

交通事故

（道路） 

製造業 

621 人 

(100％) 

76 人

(12.2％) 

139 人

(22.4％) 

120 人

(19.3％) 

80 人

(12.9％) 

9 人

(1.4％) 

建設業 

1,022 人 

(100％) 

318 人

(31.1％) 

110 人

(10.8％) 

110 人

(10.8％) 

65 人 

(6.4％) 

29 人

(2.8％) 

陸上貨物運送事業 

981 人 

(100％) 

212 人 

(21.6％) 

113 人 

(11.5％) 

175 人 

(17.8％) 

214 人 

(21.8％) 

49 人 

(5.0％) 

 うち道路貨物 

855 人 

(100％) 

197 人

(23.0％) 

93 人 

(10.9％) 

147 人

(17.2％) 

188 人

(22.0％) 

48 人

(5.6％) 

 うち陸上貨物取扱

業 

126 人 

(100％) 

15 人 

(11.9％) 

20 人 

(15.9％) 

28 人

(22.2％) 

26 人 

(20.6％) 

1 人

(0.8％) 

第三次産業 

7,286 人 

(100％) 

799 人 

(11.0％) 

356 人 

(4.9％) 

1,975 人 

(27.1％) 

1,375 人 

(18.9％) 

435 人 

(6.0％) 

 うち小売業 

1,383 人 

(100％) 

141 人 

(10.2％) 

94 人 

(6.8％) 

416 人 

(30.1％) 

278 人 

(20.1％) 

107 人 

(7.7％) 

 うち社会福祉施設 

1,187 人 

(100％) 

45 人 

(3.8％) 

22 人 

(1.9％) 

303 人 

(25.5％) 

389 人 

(32.8％) 

80 人 

(6.7％) 

 うち飲食店 

733 人 

(100％) 

64 人 

(8.7％) 

25 人 

(3.4％) 

198 人 

(27.0％) 

87 人 

(11.9％) 

39 人 

(5.3％) 
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 うち清掃・と畜業 

947 人 

(100％) 

174 人 

(18.4％) 

62 人 

(6.5％) 

301 人 

(31.8％) 

165 人 

(17.4％) 

20 人 

(2.1％) 

全産業合計 

10,645 人 

(100％) 

1,473 人 

(13.8％) 

757 人 

(7.1％) 

2,508 人 

(23.6％) 

1,848 人

(17.4％) 

764 人 

(7.2％) 

 
※ 典型的な労働災害の「事故の型」は以下のものです。 
・墜落・転落：高所から落ちて死傷するほか、はしごや階段などから足をすべらせた場合、重機等を
運転していて作業場所などから重機等とともに落ちる場合を含みます。 

・はさまれ・巻き込まれ：運転中の機械などに体の一部をはさまれたり、巻き込まれたりして死傷す
るほか、ドア、台車、荷物や資材などに手足や指をはさむ場合を含みます。 

・転倒：通路や床などで足をすべらせたり、何らかのものにつまづいて転ぶ場合のほか、重機を運転
していて、横転した場合を含みます。 

・動作の反動・無理な動作：腰痛のほか、捻挫を含みます。 
・交通事故（道路）：交通事故のうち道路交通法適用の場合をいいます。 
 
 

（５）派遣労働者の労働災害発生状況 

 
表２－２ 派遣先労働者の労働災害発生状況 

 平成 29 年 平成 30 年 
令和元年 

（平成 31 年） 
令和２年 

派遣先労働者[人] 289 310 351 302 

全労働者[人] 9,837 10,486 10,570 10,645 

注；派遣先労働者は、派遣先から提出された労働者死傷病報告を集計したもの。 
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（６）新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害発生状況 

表２－３ 新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害発生状況 

（令和２年 業種別内訳） 

業種 死傷者数 

製造業 7 

鉱業 0 

建設業 44 

運輸交通業 25 

貨物取扱業 1 

農林業 0 

畜産・水産業 0 

商業 19 

金融広告業 2 

映画・演劇業 2 

通信業 3 

教育研究業 23 

保健衛生業   739 

  うち医療保健業 561 

  うち社会福祉施設 176 

接客娯楽業 12 

清掃・と畜業 34 

その他の事業 61 

合計 972 

注；労働者死傷病報告により作成したもの。 

（７）外国人労働者の労働災害発生状況 

表２－４ 外国人労働者の労働災害発生状況（在留資格別） 
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在留資格別の死傷者数 

在留資格の分類 死傷者数[人] 

専門的技術的分野の在留資格 50 

 うち特定技能 10 

特定活動 20 

技能実習 44 

身分に基づく在留資格 236 

その他 1 

不明 1 

計 352 
   

注；労働者死傷病報告により作成したもの。 

 
表２－５ 外国人労働者の労働災害発生状況（国籍・地域別） 

国籍別の死傷者数  
国籍・地域（※上位 10） 死傷者数[人]  
中国 87  
フィリピン 68  
ベトナム 53  
韓国 20  
ミャンマー 19  
ネパール 18  
インドネシア 11  
ペルー 10  
トルコ 6  
インド 5  
パキスタン 5  

注；労働者死傷病報告により作成したもの。 
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３ 今後の東京労働局の取組み 
東京労働局では、第 13 次労働災害防止計画（平成 30 年度～令和４年度）に基づき、

事業者等に対する災害防止等の指導や働きかけを継続するとともに、労働災害の発生

状況を踏まえた的確な労働災害防止対策を推進します。 

 なお、労働災害防止対策を推進する上では、新型コロナウイルスの感染防止に配慮

することが重要であることから、事業場に対して、感染拡大を予防する新しい生活様

式の定着を進めるとともに、「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止

するためのチェックリスト」（資料①）の活用をお願いしています。 

【重点業種に対する取組み】 

［建設業］ 

・有効な作業床の確保等的確な墜落・転落災害防止対策の徹底 

・フルハーネス型墜落制止用器具への移行と使用の徹底を勧奨 

・リスクアセスメントに基づくより安全な工法の採用 

 ・建設現場と店社が一体となった安全衛生管理の徹底 

 ・建設現場における外国語併記の安全標識の活用等の「見える化」の促進  

 ・建設業界を取り巻く状況の変化を踏まえた指導、支援等の推進 

 ・発注者及び関係団体等と連携した労働災害防止対策の強化 

［製造業］ 

 ・リスクアセスメントの的確な実施 

 ・職長等に対する能力向上教育等の徹底 

［陸上貨物運送事業］ 

・「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」に基づく取組み

の徹底 

  

［第三次産業］ 

・「安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」に基づく取組みの徹底（資料②） 

・多数の店舗等を展開する企業における全社的な労働災害防止対策の推進 

 ・労働災害を多発させた企業に対する指導 

 ・業界団体、関係行政機関等と連携した労働災害防止対策の周知啓発 

［全業種］ 

・ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクトの実施（資料③） 

・高年齢労働者対策「エイジフレンドリーガイドライン」に基づく取組促進（資料④） 
 

【参考資料】 

①職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト 

②「安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」実施要綱 

③ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクトリーフレット 

④エイジフレンドリーガイドライン 



確認

１ 感染予防のための体制

・事業場のトップが、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に積極的に取り組むことを表明し、労働者
に対して感染予防を推進することの重要性を伝えている。

はい・いいえ

・事業場の感染症予防の責任者及び担当者を任命している。（衛生管理者、衛生推進者など） はい・いいえ

・会社の取組やルールについて、労働者全員に周知を行っている。 はい・いいえ

・労働者が感染予防の行動を取るように指導することを、管理監督者に教育している。 はい・いいえ

・安全衛生委員会、衛生委員会等の労使が集まる場において、新型コロナウイルス感染症の拡大防止
をテーマとして取り上げ、事業場の実態を踏まえた、実現可能な対策を議論している。

はい・いいえ

・職場以外でも労働者が感染予防の行動を取るよう感染リスクが高まる「５つの場面」や「新しい生活様
式」の実践例について、労働者全員に周知を行っている。

はい・いいえ

・新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）を周知し、インストールを労働者に勧奨している。 はい・いいえ

２　感染防止のための基本的な対策

（１）事業場において特に留意すべき事項である「取組の５つのポイント」

・「取組の５つのポイント」の実施状況を確認し、職場での対応を検討の上、実施している。 はい・いいえ

（２）感染防止のための３つの基本：①身体的距離の確保、②マスクの着用、③手洗い

・人との間隔は、できるだけ２ｍ（最低１ｍ）空けることを求めている。 はい・いいえ

・会話をする際は、可能な限り真正面を避けることを求めている。 はい・いいえ

・外出時、屋内にいるときや会話をするときに、症状がなくてもマスクの着用を求めている。
※熱中症のリスクがある場合には、６についても確認してください。

はい・いいえ

・手洗いは30秒程度かけて水と石けんで丁寧に洗うことを求めている（手指消毒薬の使用も可）。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト

１ このチェックリストは、職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するための基本的な
対策の実施状況について確認いただくことを目的としています。
２ 項目の中には、業種、業態、職種等によっては対応できないものがあるかもしれません。ですので、
すべての項目が「はい」にならないからといって、対策が不十分ということではありませんが、可能
な項目から工夫しましょう。職場の実態を確認し、全員（事業者と労働者）がすぐにできることを確
実に実施いただくことが大切です。
３ 確認した結果は、衛生委員会等に報告し、対策が不十分な点があれば調査審議いただき、改善に繋
げてください。また、その結果について全ての労働者が確認できるようにしてください。
衛生委員会等が設置されていない事業場においては、事業者による自主点検用に用いて下さい。

※ 都道府県労働局、労働基準監督署に報告いただく必要はありません。

安全衛生委員会／衛生委員会資料 ：令和 年 月 参考資料①
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

（３）三つの密の回避等の徹底

・三つの密（密集、密接、密閉）を回避する行動について全員に周知し、職場以外も含めて回避の徹底
を求めている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（４）日常的な健康状態の確認

・出勤前に体温を確認するよう全員に周知し、徹底を求めている。 はい・いいえ

・出社時の確認や労働者の日々の体調を確認できるアプリの活用等により、全員の日々の体調（発熱
やだるさを含む風邪症状の有無、味覚や嗅覚の異常の有無等）を確認している。

はい・いいえ

・体調不良時には正直に申告しやすい雰囲気を醸成し、体調不良の訴えがあれば勤務させないこと、
正直に申告し休むことで不利益な扱いにしないことを、職場で確認している。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（５）一般的な健康確保措置

・長時間の時間外労働を避けるなど、疲労が蓄積しないように配慮している。 はい・いいえ

・十分な栄養摂取と睡眠の確保について全員に周知し、意識するよう求めている。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（６）「新しい生活様式」の実践例で示された「働き方の新しいスタイル」の取組状況について

・「テレワークやローテーション勤務」を取り入れている。 はい・いいえ

・「時差通勤でゆったりと」を取り入れている。 はい・いいえ

・オフィスの人口密度を減らした「オフィスはひろびろと」を取り入れている。 はい・いいえ

・「会議はオンライン」を取り入れている。 はい・いいえ

・「名刺交換はオンライン」を取り入れている。 はい・いいえ

・「対面での打合せは換気とマスク」を取り入れている。 はい・いいえ

（７）新型コロナウイルス感染症に対する情報の収集

・国、地方自治体や一般社団法人日本渡航医学会や公益社団法人日本産業衛生学会等の公益性の
高い学術学会等のホームページ等を通じて最新の情報を収集している。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

３　感染防止のための具体的な対策

（１）基本的な対策

・①換気の悪い密閉空間、②多くの人が密集、③近距離での会話や発声の「３つの密」を同時に満たす
行事等を行わないようにしている。

はい・いいえ

・上記「３つの密」が重ならなくても、リスクを低減させるため、出来る限り「ゼロ密」を目指している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（２）換気の悪い密閉空間の改善

・季節に応じて、リーフレット「『換気の悪い密閉空間』を改善するための換気の方法」、「熱中症予防に
留意した「換気の悪い密閉空間」を改善するための換気の方法」、「冬場における『換気の悪い密閉空
間』を改善するための換気の方法」を参照し、適切に換気を行っている。

はい・いいえ

・電車等の公共交通機関の利用に際し、窓開けに協力するよう全員に周知している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

（３）多くの人が密集する場所の改善

・業態に応じて可能な範囲で出勤を抑制するように努めている。 はい・いいえ

・電車やバス等での他人との密着を防ぐため、時差通勤、自転車通勤、自家用車通勤などの活用を
図っている。

はい・いいえ

・テレビ会議やWeb会議の活用等により、人が集まる形での会議等をなるべく避けるようにしている。 はい・いいえ

・対面での会議やミーティング等を行う場合は、マスクの着用を原則とし、人と人の間隔をできるだけ２
ｍ（最低１ｍ）空、可能な限り真正面を避けるようにしている。

はい・いいえ

・接客業等において、人と人が近距離で対面することが避けられない場所は、労働者にマスクを着用さ
せ、人と人の間にアクリル板、不燃性透明ビニールカーテンなどで遮蔽するようにしている。

はい・いいえ

・職場外（バスの移動等）でもマスクの着用や、換気、人との間隔を取る等、三つの密を回避するよう努
めることとしている。

はい・いいえ

・休憩時間の３密回避のため、労使協議の上、昼休みを時間差で設定している。 はい・いいえ

・寄宿舎や社員寮等の労働者が集団で生活する場でも、三つの密（密集、密接、密閉）の回避をはじめ
とする基本的な感染防止対策を実施するよう、労働者に周知啓発を行っている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（４）接触感染の防止について

・物品・機器等（例：電話、パソコン、デスク等）や治具・工具などについては、複数人での共用をできる
限り回避している。共用する場合には使用前後での手洗いや手指消毒を徹底している。

はい・いいえ

・自由に着席場所を選んで仕事を行うフリーアドレスを導入する場合には、使用前後での消毒、充分な
座席間隔の確保、利用状況の記録等を実施することとしている。

はい・いいえ

・事業所内で複数の労働者が触れることがある物品、機器、治具・工具等について、こまめにアルコー
ル（容量％で60％以上）や界面活性剤や次亜塩素酸ナトリウム0.05％水溶液による清拭消毒を実施す
ることとしている。
※人がいる環境に、消毒や除菌効果を謳う商品を空間噴霧して使用することは、眼、皮膚への付着や
吸入による健康影響のおそれがあることから推奨されていません。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（５）近距離での会話や発声の抑制

・職場では、同僚を含む他人と会話する際には、大きな声を出さずに距離をなるべく保持するようにして
いる。

はい・いいえ

・外来者、顧客、取引先との対面での接触や近距離での会話をなるべく避けるようにしている。 はい・いいえ

・どうしてもマスクなしで1ｍ以内で会話する必要がある場合は、15分以内に留めるようにしている。 はい・いいえ

・粉じんや化学物質など、呼吸用保護マスクを装着する必要がある作業では、声で合図連絡する場合
にはマスクを外さないように周知している。拡声器使用や伝声板付きのマスク採用が望ましい。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（６）共用トイレの清掃等について

・不特定多数が接触する場所は、清拭消毒を行うこととしている。 はい・いいえ

・トイレの床や壁は次亜塩素酸ナトリウム0.1％水溶液で手袋を用いて清拭消毒する。 はい・いいえ

・トイレの蓋を閉めて汚物を流すように表示している。（便器内は通常の清掃でよい） はい・いいえ

・ペーパータオルを設置するか、個人ごとにタオルを準備する。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

（７）休憩スペース等の利用について

・一度に休憩する人数を減らし、対面で食事や会話を控え、長居しないようにしている。 はい・いいえ

・休憩スペースは常時換気することに努めている。 はい・いいえ

・休憩スペースの共有する物品（テーブル、いす、自販機ボタン等）は、定期的に消毒をしている。 はい・いいえ

・休憩スペースへの入退室の前後に手洗い又は手指の消毒をさせている。 はい・いいえ

・社員食堂での感染防止のため、座席数を減らす、座る位置を制限している、マスクを外したままの談
笑を控えるよう注意喚起している、昼休み等の休憩時間に幅を持たせている、などの工夫をしている。

はい・いいえ

・社員食堂では感染防止のため、トングやポットなどの共用を避けている。 はい・いいえ

・喫煙所では同時に利用する人数に制限を設け、手指消毒後に十分乾いてから喫煙するよう指導し、
会話をせず喫煙後は速やかに立ち退くことを、利用者に周知し、徹底している。

はい・いいえ

・その他の共有の施設について、密閉、密集、密接とならないよう利用方法について検討している。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（８）ゴミの廃棄について

・鼻水、唾液などが付いたゴミ（飲用後の紙コップ、ビン、缶、ペットボトルなどを含む）は、ビニール袋に
入れて密閉して廃棄することとしている。

はい・いいえ

・ゴミを回収する人は、マスク、手袋、保護メガネを着用することとし、作業後は必ず石けんと流水で手
洗いをすることとしている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

４　配慮が必要な労働者への対応等

・風邪症状等が出た場合は、「出勤しない・させない」の徹底と、かかりつけ医等の地域で身近な医療機
関への電話相談を求めている。

はい・いいえ

・高齢者や基礎疾患（糖尿病、心不全、慢性呼吸器疾患、慢性腎臓病、高血圧症、がんなど）を有する
者などの重症化リスク因子を持つ労働者及び妊娠している労働者や同居家族（同居者）にそうした者が
いる労働者については、本人の申出及び産業医等の意見を踏まえ、感染予防のための就業上の配慮
（テレワークや時差出勤等）を行っている。

はい・いいえ

・特に妊娠中の女性労働者が、医師又は助産師からの指導内容について「母健連絡カード」等で申し出
た場合、産業医等の意見も勘案の上、作業の制限または出勤の制限（在宅勤務又は休業をいう。）の
措置を行っている。

はい・いいえ

・テレワークを行う場合は、業務とプライベートの切り分けに留意し、上司や同僚とのコミニュケーション
方法を検討し、在宅勤務の特性も理解したうえで、運動不足や睡眠リズムの乱れやメンタルヘルスの問
題が顕在化しやすいことを念頭において就業させている。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

５　新型コロナウイルスの陽性者や濃厚接触者（以下「陽性者等」）が出た場合等の対応

（1）陽性者等に対する不利益取扱い、差別禁止の明確化

・新型コロナウイルスの陽性者等であると判明しても、解雇その他の不利益な取扱いを受けないこと及
び差別的な取扱いを禁止することを全員に周知し、徹底を求めている。

はい・いいえ

（２）陽性者等が出た場合の対応

・新型コロナウイルスに陽性であると判明した場合は、速やかに事業場に電話、メール等により連絡す
ることを全員に周知し、徹底を求めている。

はい・いいえ

・新型コロナウイルスに陽性であると判明した第三者との濃厚接触があり、保健所から自宅待機等の措
置を要請された場合は、速やかに事業場に電話、メール等により連絡することを全員に周知し、徹底を
求めている。

はい・いいえ
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確認項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

・新型コロナウイルスに陽性であるとの報告を受け付ける事業場内の部署（担当者）を決め、全員に周
知している。また、こうした情報を取り扱う部署（担当者）の取り扱い範囲とプライバシー保護のルールを
決め、全員に周知している。

はい・いいえ

・新型コロナウイルスに陽性である者と濃厚接触した者が職場内にいた場合にどのような対応をするか
ルール化し、全員に周知している。

はい・いいえ

・職場の消毒等が必要になった場合の対応について事前に検討を行っている。 はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

（３）その他の対応

・濃厚接触者への対応等、必要な相談を受け付けてくれる「保健所」、「帰国者・接触者相談センター」等
を確認してある。

はい・いいえ

・事業場内の診療・保健施設で体調不良者を受け入れる場合は、事業場内での感染拡大の原因となる
可能性があることに留意し、医療従事者は標準予防策を遵守し、適切な感染予防体制（受診者のマス
ク着用、待合や動線を分ける、受診者が一定の距離を保てるよう配慮するなど）を実行している。

はい・いいえ

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） はい・いいえ

６　熱中症の予防（※暑熱作業があるなど熱中症のリスクがある場合に確認してください。）

・身体からの発熱を極力抑えるため、作業の身体負荷を減らすとともに、休憩を多くとることの重要性を
周知している。

はい・いいえ

・のどの渇きを感じなくても、労働者に水分・塩分を摂取するよう周知し、徹底を求めている。
※マスクで口が覆われることにより、のどの渇きを感じにくくなることがあります。

はい・いいえ

・屋外で人と十分な距離（少なくとも２ｍ以上）が確保できる場合で、大声を出す必要がないときには、マ
スクをはずすよう周知している。

はい・いいえ

R3.5.17版

※　ご不明な点がございましたら、お近くの労働局又は労働基準監督署の安全衛生主務課にお問い合わせください。
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都内の転倒災害発生状況（令和２年） 資料出所：労働者死傷病報告

６月は、転倒災害防止の重点取組期間です！

 労働災害のうち転倒災害は最も多く全体の約４分の１
 転倒災害の約４割は60歳以上
 転倒災害の約６割は休業見込期間１か月以上
 年齢とともに休業期見込み期間は長期化
 主な原因は大きく３種類（滑り、つまずき、踏み外し）

～トップが打ち出す方針 みんなで共有 生み出す安全・安心～

職場の転倒災害を防ぎましょう！

～ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト実施中～

主な原因は「滑り」、「つまずき」、「踏み外し」

転倒
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東京労働局・労働基準監督署
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ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト（主唱：厚生労働省・中央労働災害防止協会）

啓発資料や動画教材資料を掲載しています

R３.６

１ 重点取組期間に実施する事項

① 6月の実施事項
ア 安全委員会等における転倒災害防止に係る現状と対策の調査審議
イ チェックリストを活用した安全委員会等による職場巡視、職場環
境の改善や労働者の意識啓発、防止対策の実施（定着）状況の確認

② 準備期間（冬季前）の実施事項
ア 積雪、凍結前に労働者に対する注意喚起
イ 積雪、凍結時に転倒のおそれのある箇所の事前確認

２ 一般的な転倒災害防止対策
① 作業通路における段差や凹凸、突起物、継ぎ目等の解消
② ４Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔）の徹底による床面の水濡れ、
油汚れ等のほか台車等の障害物の除去等

３ 冬季における転倒災害防止対策
① 気象情報の活用によるリスク低減の実施
② 通路、作業床の凍結等による危険防止の徹底

厚生労働省の「職場のあんぜんサイト」では、転

倒や腰痛災害の災害事例、防止対策をまとめていま

すので、職場での安全衛生教育などにお役立てくだ

さい。

エイジフレンドリーガイドライン（高年齢者の安全と健康確保のためのガイドライン）

厚生労働省では、令和２年３月に「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」
（エイジフレンドリーガイドライン）を策定しました。

国による支援：エイジフレンドリー補助金
高齢者が安心して安全に働くための職場環境の整備等に要する費用を補助します。
１ 対象者 60歳以上の高年齢労働者を常時１人以上雇用する中小企業等の事業者
２ 補助額 補助率２分の１、上限100万円
３ 対象経費 高年齢労働者の労働災害防止のための措置に係る経費
○働く高齢者の新型コロナウイルス感染予防
・飛沫感染を防止すための対策
・介護における移乗介助の際の身体的負担を軽減する機器 等

○身体機能の低下を補う設備・装置の導入
・通路の段差の解消措置 ・危険箇所への安全標識や警告灯の設置 等

○健康や体力の状況の把握等
・体力チェック ・運動、栄養、保健指導の実施
・保健師やトレーナー等の指導による身体機能の維持向上活動 等

○安全衛生教育の実施
・高齢者の特性を踏まえた安全衛生教育 等

厚生労働省ホームページでは、啓発資料（教育資料
としても使えます）・リーフレット・動画（転倒・腰
痛予防！いきいき健康体操）など転倒災害の防止に関
連する様々な情報を掲載していますので、職場での安
全衛生教育などにお役立てください。

転倒災害防止対策

新型コロナウイルス感染予防に
関する経費も対象となります。

働く高齢者の特性に配慮したエイジフレンドリーな職場を目指しましょう！

補助の具体的な条件、応募手続
き等の詳細は、厚生労働省ホー
ムページを御確認ください。
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東京労働局 労働基準部安全課
  

木造家
屋建築
工事業

4 4
1 1 1 1 3

3 3 1 1 1 1 6

4 1 2 1 4
2 2 1 3

1 1 2
2 2 1 1 1 1 4

1 2 2 1 4
1 2 2 3 2 8

1 1
2 1 1 1 1 1 5

1 1 1 2
3 3 3

1 1 1 2 2 4
1 1 2

1 1

1 1
1 1 1 2

2 2 1 1 3
1 1 1 1 2

3 1 1 1 3

1 2 2 1 1 5
1 1

1 1 2 1 3

1 1 1 1 2
1 1 1 2

1 1 1

1 1 1 2
1 1

1 1 1 1 2

1 14 5 5 4 6 1 1 4 3 2 2 2 1 7 2 1 39
7 13 3 10 1 6 3 3 1 2 1 8 8 5 2 47

（注１） 上段は、令和２年確定値 （注２）「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業の合計値。
下段は、前年確定値

令和２年死亡災害発生状況（確定値）

新宿

金融業 警備業

ハイ
ヤー・
タク

シー業

 その他
の三次
産業

大田

渋谷

三田

品川

その１ 署別・業種別

中央

上野

製造業 建設業 社会福
祉施設

小笠原

業種計

王子

足立

向島

亀戸

町田

江戸川

八王子

立川

青梅

三鷹

池袋

署計土木工
事業

建築工
事業

その他
の建設

業
飲食店

ビルメ
ン業

（注
２）陸
上貨物
運送事

業

その他
の運輸
交通・
貨物取
扱業

商業
保健衛
生業

接客娯
楽業

その他
（鉱業、
農林業、
畜産・
水産業）

小売業
清掃と
畜業
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東京労働局 労働基準部安全課
  

木造家
屋建築
工事業

2 2 2 1 1 1 1 7
1 8 3 5 2 1 1 7 7 20

1 1 1 2
1 1 2

1 1 2 1 3

1 1

1 1 1 2
4 4 1 4

1 1 1
1 1 1 3

1 1 1 2
3 1 1 1 5

1 1 1

1 1 1

2 2 2 2 4
1 1

1 1 2 3

1 1 1 1 1 1 2 1 6
1 1 1 1 1 1 1 5

1 1

3 1 2 2 1 1 1 2 9
1 1 1 1 1 3

1 14 5 5 4 6 1 1 4 3 2 2 2 1 7 2 1 39
7 13 3 10 1 6 3 3 1 2 1 8 8 5 2 47

（注１） 上段は、令和２年確定値 （注２）「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業の合計値。
下段は、前年確定値

令和２年死亡災害発生状況（確定値）
その２ 事故の型別・業種別

墜落、転落

転倒

（注
２）陸
上貨物
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業
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業
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業種計
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有害物との
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事故の
型計
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ン業

金融業

分類不能

激突
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崩壊、倒壊

激突され

はさまれ、巻
き込まれ

切れ、こすれ

社会福
祉施設

ハイ
ヤー・
タク

シー業

警備業
清掃と
畜業

 その他
の三次
産業



令和2年死傷災害発生状況（確定値）
東京労働局 労働基準部安全課

  

木造家屋
建築工事

業

20 124 16 101 3 7 27 10 7 125 71 53 29 144 114 189 179 276 16 19 1 976
14 92 10 73 3 9 26 6 10 173 104 33 19 148 108 169 157 300 23 28 3 974

1 23 1 16 6 13 11 2 44 25 109 25 32 23 35 34 36 5 15 1 307
7 41 3 28 3 10 5 19 2 52 37 16 14 39 28 32 29 54 8 17 1 268

9 53 8 43 2 26 13 13 63 36 64 26 80 60 54 50 142 8 17 517
10 74 7 57 10 21 14 17 78 51 14 11 109 89 54 54 176 10 10 1 568

21 45 8 32 6 5 28 16 10 91 70 64 45 50 36 24 17 68 8 11 4 421
18 48 5 38 2 5 51 11 9 95 75 42 33 60 45 39 36 74 6 10 1 448

59 49 9 35 4 5 100 35 74 82 52 95 52 20 16 41 19 55 4 15 2 612
82 49 9 35 4 5 101 35 151 103 64 52 44 27 18 63 34 50 3 11 3 716

4 76 12 57 7 7 34 29 6 164 140 134 104 58 53 57 41 148 5 39 13 723
15 115 13 89 14 13 34 19 19 176 142 84 75 79 76 54 47 160 5 51 11 766

19 81 9 67 4 5 38 29 7 166 121 252 99 94 87 105 81 180 9 52 7 978
18 103 5 76 16 22 46 11 10 182 137 91 76 118 96 100 92 186 8 44 5 870

41 97 13 68 11 16 66 48 18 174 135 255 140 65 55 67 40 116 12 29 5 952
53 92 11 54 5 27 78 74 19 179 155 131 103 78 64 76 45 117 9 35 1 898

21 22 2 14 2 6 10 33 6 26 25 31 20 6 6 13 9 24 3 5 192
16 21 2 17 1 2 6 22 4 31 25 27 17 15 10 14 12 22 1 7 1 179

57 89 19 60 5 10 81 54 6 123 101 158 87 35 31 67 11 63 5 18 1 734
83 94 13 68 9 13 90 78 9 130 93 112 85 37 35 61 20 60 4 18 754

49 47 7 31 4 9 48 59 7 93 70 98 86 40 32 30 13 59 5 20 530
40 63 9 50 10 4 41 52 8 87 72 60 45 44 37 24 13 45 1 14 464

55 50 9 34 1 7 148 27 10 104 74 63 39 27 24 31 11 73 2 7 588
57 71 11 44 16 166 24 15 98 61 25 23 28 20 34 18 73 7 10 2 593

45 60 18 33 10 9 83 25 9 79 56 57 40 26 19 46 12 23 2 1 454
32 60 8 36 3 16 100 24 10 83 68 35 31 30 24 29 11 22 4 1 426

36 49 9 16 3 24 63 7 10 124 95 176 108 79 53 59 30 67 5 17 12 682
67 84 17 43 8 24 88 5 20 112 98 116 83 80 52 44 22 75 3 17 9 700

83 53 9 40 12 4 97 9 12 176 139 145 89 49 42 55 24 109 7 26 3 791
86 77 19 50 10 8 97 14 13 119 88 140 109 61 50 58 33 100 7 27 3 768

55 27 10 4 1 13 48 8 10 39 33 76 54 29 17 16 4 42 2 6 9 359
62 38 10 22 4 6 46 9 50 34 56 45 23 11 16 5 40 1 8 10 350

23 47 11 34 5 2 45 28 10 111 102 157 102 60 50 36 19 47 4 12 6 570
24 57 9 43 8 5 52 42 10 103 94 108 90 41 37 36 23 45 3 5 8 526

23 29 8 10 11 26 4 6 44 38 45 42 24 15 21 11 33 3 12 2 257
28 34 8 19 2 7 22 6 8 51 41 52 38 40 27 18 11 37 3 11 3 299

1 1 1 2
2 2 1 3

621 1022 179 695 78 148 981 445 223 1828 1383 2032 1187 918 733 947 605 1561 103 322 67 10645
712 1215 171 842 102 202 1070 456 343 1902 1439 1194 941 1057 827 921 662 1637 102 327 63 10570

増減率(％) -12.8 -15.9 4.7 -17.5 -23.5 -26.7 -8.3 -2.4 -35.0 -3.9 -3.9 70.2 26.1 -13.2 -11.4 2.8 -8.6 -4.6 1.0 -1.5 6.3 0.7
（注１） （注２）データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。

下段は前年確定値 （注３）「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業の合計値。
上段は令和２年確定値

小笠原 -33.3

業種計 0.7

青梅 2.6

三鷹 8.4

町田 -14.0

江戸川 6.6

八王子 -2.6

立川 3.0

足立 -2.7

向島 14.2

亀戸 -0.8

新宿 12.4

池袋 6.0

王子 7.3

品川 -6.0

大田 -14.5

渋谷 -5.6

中央 0.2

上野 14.6

ビルメン
業

その他の
運輸交

通・貨物
取扱業

商業
ハイ

ヤー・タ
クシー業

社会福祉
施設

警備業

三田 -9.0

その他
(一次産

業)
署計

増減率
（％）

保健衛生
業

接客娯楽
業

清掃と畜
業

土木工事
業

建築工事
業

その他の
建設業

小売業 飲食店

 その他
の三次産

業

（注３）
陸上貨物
運送事業

金融業

その１ 署別・業種別

製造業 建設業

iizukan
Image
ここにメモを書いてください。



令和２年死傷災害発生状況（確定値）
その２ 事故の型別・業種別 東京労働局 労働基準部安全課

  

木造家屋
建築工事

業

76 318 38 228 35 52 212 20 22 212 141 70 45 103 64 174 125 240 17 32 26 1473
97 420 47 308 40 65 260 33 31 304 200 93 71 107 74 204 166 307 22 33 27 1883

120 110 16 75 7 19 175 79 41 534 416 387 303 247 198 301 249 506 46 133 8 2508
135 133 18 86 7 29 202 64 55 564 449 340 268 271 203 313 270 504 43 123 3 2584

25 46 10 30 5 6 69 8 21 101 79 61 48 40 32 74 49 71 2 15 516
38 61 10 41 6 10 63 9 32 83 58 63 55 33 21 53 39 88 4 14 2 525

32 93 14 66 8 13 42 5 63 46 14 9 25 20 22 11 25 4 3 324
28 103 14 69 9 20 39 6 8 72 56 14 12 40 25 26 14 33 4 5 374

10 48 17 26 2 5 28 39 29 4 2 9 5 9 5 10 1 157
22 42 4 35 5 3 24 1 2 31 23 5 1 10 6 5 4 25 2 3 167

22 44 17 22 3 5 47 11 5 59 41 35 27 11 3 20 7 36 15 2 292
38 50 9 36 7 5 60 12 12 47 29 50 35 23 7 23 12 59 2 19 4 378

139 110 23 74 6 13 113 13 22 136 94 33 22 39 25 62 17 86 1 18 4 757
173 132 33 80 6 19 126 14 24 133 97 39 24 66 50 69 23 95 2 17 2 873

64 71 11 52 7 8 14 1 3 109 92 19 13 143 138 35 13 21 1 15 495
59 89 9 65 12 15 14 1 5 141 122 20 16 189 177 36 21 30 1 5 15 599

5 2 2 1 2 2 9
2 11 1 6 1 4 1 2 1 3 1 20

1 1 1
2 2 4

24 17 4 12 1 11 1 34 28 15 12 97 91 13 7 30 12 242
14 20 5 14 1 1 11 1 12 45 39 12 7 139 135 14 9 23 15 291

8 6 1 3 2 5 7 6 2 2 10 9 6 4 4 48
7 2 1 1 2 1 3 3 2 1 3 3 5 5 4 1 29

3 3 1 1 1 1 1 1 3 10
2 3 2 1 2 1 1 8

2 1 1 1 1 1 1 4
1 1 1 1 1 2 6

1 1 1 1 3
2 1 1 1 3

1 1 1 2 2 4
1 4 2 1 1 2 1 1 8

9 29 5 20 1 4 49 223 18 131 107 101 80 41 39 20 11 142 20 24 1 764
11 40 3 28 1 9 46 234 24 130 99 92 77 35 34 21 5 152 13 24 785

1 1 3 1 1 5
2 1 1 1 2 2 1 1 1 1 4 1 13

80 65 10 41 3 14 214 39 67 363 278 466 389 123 87 165 89 258 16 57 8 1848
82 95 10 66 6 19 213 52 106 324 248 405 337 127 83 142 92 277 12 66 5 1828

9 51 8 40 3 6 49 14 35 21 818 233 27 19 41 16 121 1 8 1171
3 4 1 2 1 1 3 26 28 18 12 57 36 10 6 6 2 28 2 183

1 1 3 3 4 1 2 1 4 2 14
2 2 1 1 1 1 1 4 1 9

621 1022 179 695 78 148 981 445 223 1828 1383 2032 1187 918 733 947 605 1561 103 322 67 10645
712 1215 171 842 102 202 1070 456 343 1902 1439 1194 941 1057 827 921 662 1637 102 327 63 10570

増減率(％) -12.8 -15.9 4.7 -17.5 -23.5 -26.7 -8.3 -2.4 -35.0 -3.9 -3.9 70.2 26.1 -13.2 -11.4 2.8 -8.6 -4.6 1.0 -1.5 6.3 0.7
（注１） （注２）データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。

下段は前年確定値 （注３）「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業の合計値。
上段は令和２年確定値

業種計 0.7
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飛来,落下 -13.4
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保健衛生
業
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業
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業

その他
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業)

社会福祉
施設

警備業
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通・貨物
取扱業

製造業 建設業
（注３）
陸上貨物
運送事業

ハイ
ヤー・タ
クシー業
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顔面への密着 フィルタの密度 飛沫吸引防止 飛沫飛散防止 呼吸しやすさ 快適さ/蒸し暑さ

不織布マスク △ ◎ ○ ◎ × △

布マスク △ △～○ △ ○ △ △

ウレタンマスク △ △ △ ○ △ ○

マウスシールド × × × × ◎ ◎

フェイスシールド × × × △ ◎ ◎

ネックガード △ △ △ ○ ○ ○

取替え式防じんマスク ◎ ◎ ◎ ◎ × ×

使い捨て式防じんマスク ○ ◎ ◎ ◎ × △

建設現場の管理者、労働者の皆様へ

建設現場における熱中症予防と新型コロナウイルス感染防止
～建設現場におけるマスク等の正しい選び方、使い方について～

建設現場で必要な対応

混在作業が行われる建設現場では、マスク等の着用も含め、一人ひとりの感染防止に
向けた対応が職場全体の感染リスクを抑えることにつながります。
換気の悪い屋内空間において複数人で作業を行う場合にはマスク等を着用する必要が

ありますが、単独作業の場合や屋外で他の作業員と十分な距離（２ｍ以上）が確保でき
る場合などでは、熱中症予防の観点からマスク等を外した方がよい場合も考えられます。
熱中症予防に配慮した上で、感染防止を図るには、｢マスク等を着用する場面｣、｢マス

ク等の選び方｣、｢正しい着用方法｣を作業員一人ひとりに徹底することが重要です。

作業に応じたマスク等の選び方１

①マスク等の種類と特性

マスク等は、飛沫の飛散防止、飛沫の吸入防止のために着用するものですが、様々な
種類のものがあります。市販の不織布マスクをはじめ、一般に使用されているマスク等
を建設現場で使用すること想定した場合の特性をまとめると次のとおりです（※1）。

②マスク等を着用すべき場面

建設現場における作業は、単独作業や他の作業員と十分な距離（２ｍ以上）をとって
行われる場合がある一方、｢朝礼｣や｢作業工程の確認｣などのほか、｢休憩・食事｣、｢工事
用エレベータでの集団での移動｣など、作業員同士が近くに集まる場面もあります。
管理者は、個々の作業が行われる状況を踏まえ、マスク等を着用すべき場面を特定し、

作業員一人ひとりに周知してください。

都道府県労働局・労働基準監督署

（※1）令和２年度厚生労働科学特別研究事業｢建設現場での作業等におけるプロテクタの選定・使用ツールキットの開発に関する調査研究｣をもとに作成したもの。
調査研究は一部の製品を対象として測定を行った結果を取りまとめたものであり、個々の製品によっては上記の表とは特性が異なる場合があります。

（※2）一定の作業の際は、労働安全衛生関係法令に基づき、防じんマスクの着用が義務付けられています。

｢◎：優れている｣､｢○：良好｣､｢△：普通｣､「×：やや劣る｣

（※2）

（※2）

はい

いいえ

はい

いいえ

作業中に他の作業
員と接近すること
がない 作業中に

マスク等の着用が

必要

作業中に
マスク等の着用は

不要

他の作業員とは会
話せず、接近は短
時間である

マスク等着用の

｢必要｣、｢不要｣は

｢場面の切替わり｣

によっても変化す

ることに注意

（裏面の１④参照）

ここがポイント！



③作業負荷とマスク等着用による熱中症リスク

マスク等の着用による新型コロナウイルスの感染防止効果や熱中症発症リスクについ
ては、現時点では定量的に明らかになっていませんが、令和２年度に実施した研究（※）

の結果、以下のようなことが分かっています。
①マスク等の着用により呼吸時の負担感が増加し、飛沫飛散防止等の効果が高いもの
では息苦しさを強く感じる

②軽い負荷の運動では、マスク等の有無により深部体温の上昇には差がない
③マスク等の内部の「酸素濃度の低下」、「二酸化炭素濃度の上昇」が見られた
（軽い負荷の運動では血液中のガス濃度に影響はないが、高負荷作業には注意が必要）

現場管理者の役割３

①計画段階での検討

計画段階から、換気の悪い室内での作
業や作業員同士が接近する機会を減らす
よう努めましょう。

（例）朝礼の工夫、作業時間帯や休憩時間の分散、
マスクを外せる休憩場所の確保等

②現場でのルール化

熱中症予防と感染防止に向けた現場の
ルールを定め、徹底しましょう。

（例）マスク等を着用すべき場所の掲示、休憩場所
の使い方、職場外での留意事項等

④マスク等の選定に当たっての考え方

〇 マスク等の選定に当たって考慮すべき事項
飛沫飛散防止等の効果が高いマスク等を着用していても、作業中の息苦しさを和ら

げるため、顔とマスク等との間に隙間を作った場合には感染防止効果が低下します。
マスク等の選定に当たっては、①作業負荷のほか、②作業時の人との距離、③作業

場所の状況、④連続作業時間、⑤コミュニケーションの取りやすさなどにも留意しま
しょう。

〇 マスク等が必要な場面への備え
休憩や昼食、作業連絡、車両やエレベータでの移動などの際に他の作業員と十分な

距離が確保できない場合には、マスク等の着用が必要になります。マスク等の着用が
不要な作業であっても、「場面の切替わり」に備え、マスク等を携帯しましょう。

マスク等の正しい付け方と効果２

作業中の息苦しさから｢あごに掛ける｣､｢鼻を出す｣など､正しい方法で着用しなかった
場合、マスク等の感染防止効果が低下します。マスク等は正しい方法で着用し、息苦し
さなどを感じた場合にはマスク等を外せる環境で休憩をとるようにしましょう。

R3.5

（※）令和２年度厚生労働科学特別研究事業「建設現場での作業等におけるプロテクタの選定・使用ツールキットの開発に関する調査研究」

マスク等を着用しない、又は飛沫飛散防止効果が低いマスク等を着用して作業を行っ
た場合、作業対象や工具等に飛沫が付着する可能性が高まります。複数の作業員が共用
する工具等や操作盤などについては接触感染防止のため、こまめに消毒しましょう。

⑤マスク等の着用状況と接触感染

顔のサイズに合ったマスクを選び、
頬やあごとの間に隙間をつくらない

「上下」、「裏表」など、正しい向
きで着用する

不織布マスクの場合、ノーズフィッ
トを鼻の形に合わせて折り曲げ、息
の漏れをなくす

破損した場合や汗を吸って息苦しさ
を強く感じるようになった場合は新
しいものに交換する

鼻や口をしっかりと覆う（息苦しさ
から「あご」に掛けたり「鼻」を出
したりしない）

上

下 外側のプリーツは下向き

ノーズフィットのある方が上
大きすぎて
す き 間が
空いている


